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序   文 

 

日本政府は、マレーシア政府の要請に基づき、同国の政府系金融機関の中小

企業に対する助言能力の向上を支援することを決定し、国際協力事業団がこの

協力を実施することとなりました。 

当事業団は本格的な協力の開始に先立ち、本件を円滑かつ効果的に進めるた

め、平成 15 年７月６日から同年同月 25 日までの 20 日間にわたり、当事業団マ

レーシア事務所を中心とする事前評価調査を実施しました。 

本調査では本件の背景を確認するとともに、マレーシア政府の意向を確認し、

かつ現地ワークショップの結果を踏まえ、本件の事前評価を行い、協議議事録

を作成しました。 

本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定して

いる本格的な協力に資するためのものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し

上げます。 

 

平成 15 年 9 月 

 

国際協力事業団 

理事 隅田栄亮 
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第１部 本調査の概要 

 

１．事前評価調査団の概要 

 

１− １．事前調査団派遣の経緯と目的 

平成 15 年度案件として、マレ− シア国（以下「マ」国）から、「政府系金融

機関の中小企業融資能力の向上」プロジェクトが要請された。本事前評価調査

の目的は、本件に関し、要請背景の確認、「マ」国政府系金融機関の中小企業

融資事業に関する基本情報の収集、ニ− ズ調査に基づくプロジェクト概要の作

成、予想されるプロジェクトの事前評価を行うことである。このため、調査団

は2003年7月6日から25日までの日程でクアラルンプ− ル市で調査を行った。

この間、「マ」国側からの要望、ニ− ズ調査結果、PCM ワークショップで収集

した情報に基づき PDM（案）と協議議事録（M/M）を作成した。ただし、後述

するとおり、実施スキームの変更の可能性があり、今回調査団では先方に最終

案を手交するにとどめた。 

 

１− ２．団員の構成 

団員の構成は次のとおりである。 

 

名前 担当業務 所属 
佐々木十一郎 
 

団長 
 

国際協力事業団クアラルンプ− ル事務所 次長 
 

山村 直史 協力企画 国際協力事業団アジア一部 東南アジア課 

黒田 康之 プロジェク
ト効果分析 

（財）国際開発センター調査部主任研究員 

 

１− ３．調査日程 

調査日程は次のとおり。 

 

日順 月日 曜日 日程 
17 月 6 日 日 黒田団員、成田→クアラルンプ− ル 

2 7 日 月 JICA 事務所で打合わせ、マレ− シア中央銀行との協議 

3 8 日 火 東京三菱銀行／中小企業金融公庫／JBIC 聞取調査、日本大使館表敬 

4 9 日 水 マレ− シア中央銀行／政府系金融機関との協議 

5 10 日 木 マレーシア輸出入銀行聞取調査 
マレーシア工業技術銀行聞取調査 
マレーシア輸出信用保険聞取調査 

6 11 日 金 マレーシア農業銀行聞取調査 

7 12 日 土 マレ− シア中央銀行と協議 



 2

8 13 日 日 ミニッツドラフト作成 

9 14 日 月 マレーシア開発インフラ銀行聞取調査 

10 15 日 火 PCM ワ− クショップ開催 

11 16 日 水 PDM ドラフト作成 
マレ− シア中央銀行との協議 

12 17 日 木 所長と方針会議、ミニッツ案作成 

13 18 日 金 ミニッツ案と PDM 案をマレ− シア中央銀行に提出 

14 19 日 土 報告書作成 

15 20 日 日 山村団員 東京→クアラルンプ− ル 

16 21 日 月 マレ− シア中央銀行と M/M 協議 

17 22 日 火 EPU と協議 
 

18 23 日 水 M/M 修正 
  

19 24 日 木 マレ− シア中央銀行と M/M 協議 
山村団員帰国 

20 25 日 金 黒田団員帰国 

 

 

１− ４．主要面談者 

主要面談者は次のとおりである（敬称略）。 

 

（1）マレーシア中央銀行 Bank Negara Malaysia (BNM) 

Development Financial Institution Regulation Department 

Director, Ms.Che Zakiah Che Din 

Manager, Shahariah Hashim 

Senior Execuitive, Normalis bte Mahmud 

SME Taskforce, Manager, Faudziah Abdul Rahim  

 

（２）経済企画院 Economic Planning Unit (EPU) 

External Assistance Section 

Director, Patricia Chia 

Principal Assistant Director, Jayanth Govindan 

 

（３）東京三菱銀行 

非日系課長 小林 達  

 

（４）中小企業金融公庫 クアラルンプ− ル駐在員事務所 
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主席駐在員 泊 泰広 

駐在員 遠藤正己 

 

（５）国際協力銀行 JBIC 

駐在員 佐伯泰助 

 

（６）マレーシア開発インフラ銀行 BPIMB 

Entrepreneur Development Department, Senior Manager II, Mahashim Bajuri 

Entrepreneur Training Section, Manager, Norani Bin Mohd Noor 

Corporate Advisory Services Section, Manager, Che Mat Ariffin Bin Abd 

Rahman 

 

（７）マレーシア工業技術銀行 BITMB 

Business Development Division, General Manager, Ab.Rahman B.Yaacob 

Group Strategy & Performance Management Department, Deputy Manager, Wan 

Rosnari Wan Husin 

SMI Loans Department, Assistant Manager, Zahariah Long 

 

（８）マレーシア輸出入銀行 EXIM  Bank 

Export Finance Department, Relationship Manager, Baharuddin Muslim 

Export Finance Department, Relationship Manager, Resham Singh 

Cross Border Credit Department, Assistant Manager, Kamarazaman Mohd Bakri 

 

（９）マレーシア輸出信用保険 MECIB 

Business Development Insurance, Senior Manager, Chan Cheng Lock 

Business Development Guarantee, Senior Executive, Noor Fairuz Ibrahim 

 

（10）マレーシア農業銀行 BPM 

Deputy General Manager Operations, Zainul Kamar Mohad Zain 

Assistant general Manager, Rosli Maun 

Abd.Rahaman A. Rasid  

 
（11）在マレ− シア日本大使館 

一等書記官 松浦克巳  

 

（12）JICA マレ− シア事務所 

事務所長 樋田 俊雄、事務所員 荒 仁  

 

（13）PCM ワークショップ参加者 

■Bank Negara  
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Development Financial Institution Regulation Department 

Asiah Hashim, Senior Manager 

Shahariah Hashim, Manager 

Normalis bte Mahmud, Senior Execuitive 

■BPIMB 

Mahashim Bajuri, Enterprise Development Department 

Che Mat Ariffin, Corporate Advisory Services Section 

■BITMB 

Nabil bin Nordin, Business Development Department 

■BPM 

Markom bin Sabro, Special Funds Section 

Jalaluddin Zaharuddin, Credit Department 

■MECIB 

Chan Cheng Lock, Business Development Department 

Meera Menon, Business Development Department 

■EXIM Bank 

Radiah bte Ibrahim, Export Finance Department 

Resham Singh, Export Finance Department 

■EPU 

Jayanth Govindan, Finance Unit, Industry Section 

■JICA 

黒田康之 財）国際開発センター（PCM団員） 

荒仁 JICAマレーシア事務所 

Nazatulritha Bt Zakaria  JICAマレーシア事務所 

Shaliza Hanzah  JICAマレーシア事務所 

 

 

１− ５．総括所感 

（１） 本協力の妥当性 

 マレーシア中央銀行（BNM）は、2001年3月に金融機関の競争力強化を図るた

め金融マスタープラン（Financial Sector Master Plan: FSMP）を策定した。

マレーシア政府は当該計画に基づき、特にマレーシアにおいてノウハウの不足

している政府系金融機関（Development Financial Institutions: DFIs）の強

化のための技術協力1を要請したものである。 

 マレーシアにおけるDFIsは、民間金融機関からの借り入れを行うことが困難

                                                 
1 「途上国への制度整備協力の方向性（経済ソフトインフラ）」（平成 15 年 3 月、JICA）におい

ても、我が国の政府や関係機関が実施してきた施策の経験、特に中小企業に対するモニタリング

機能や資金供給機能としての銀行機能、を活かした協力は、東南アジア諸国に対して極めて有効

性が高いとの提言がなされている（PP51-53） 



 5

な中小企業に対する最後の貸し手となっており、マレーシアの中小企業金融に

おいて重要な役割を担っている。しかしながら、現状において中小企業の資金

調達先にしめるDFIsの比率は３～４％と低く、DFIsの中小企業融資の実効性の

向上、中小企業への資金供給の円滑化、中小企業の経営基盤の強化等が期待さ

れている。 

 マ政府の関係機関との協議の結果、本協力の主要コンポーネントをDFIsが中

小企業を対象に実施するアドバイザリーサービスの提供に係るアクションプラ

ン作成に絞り実施することが妥当であるとの結論を得た。これは上位計画であ

る金融マスタープランに位置づけられる政府の重要な施策の一つであり、ひい

てはマレーシア政府の8次計画の課題でもある裾野産業の高度化・効率化に貢献

するものである。 

 他方本協力は、我が国の対マレーシア援助計画の観点からも、裾野産業高度

化・効率化に貢献することから「経済の競争力強化のための支援」の下に位置

づけられる。また、アクションプランの実行を通じDFIsの人材育成にも貢献す

ることから「高度な知識・技能を備えた人材の育成」の下にも位置づけること

ができる。このように本協力は、我が国の対マレーシア援助方針との整合性も

高い。 

 

（２） 実施スキーム 

 本協力の主要コンポーネントがアクションプラン作成に絞られたことから2、

JICAによる技術協力としては、専門家派遣を中心とする技術協力プロジェクト

ではなく、金融部門のコンサルタントによる開発調査がより適切であろう。開

発調査による協力を通じて、我が国の金融行政の事例調査・紹介、マレーシア

の現状調査、これらを踏まえたアクションプランの作成が可能となると考える。 

 

（３）マレーシア側のオーナーシップの重視 

 アクションプランの実効性を高めるためには、BNM及びDFIsが策定段階から深

く関与することが必要である。今回の協議では、JICA側が実施するのは、あく

までもアクションプラン（案）の作成であり、同（案）に基づきBNMが最終原案

を作成し政府の認可を得る責任を有するとの点で合意した。 

 加えて本協力の過程において、BNM側からはマレーシア国内でのヒアリング調

査やアクションプラン策定に係る協議に十分オーナーシップを持って参画する

との意向が示された。このBNMの関与を確実なものとするために、開発調査で実

施する場合にも、通常の開発調査以上にBNMとの共同作業との位置づけを明確に

することが必要である。 

 本アクションプランの作成にあたっては、中小企業振興公社(Small and 

Medium Industries Development Corporation: SMIDEC)、マレーシア貿易開発

                                                 
2 要請の原案には、DFIs 職員に対する人材育成も含まれていたが、BNM はアクションプラン作

成を最重要課題とし、これを優先し協力することとなった。 
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公社(Malaysia External Trade Development Corporation: MATRADE)、生産性

公社(National Productivity Corporation: NPC)等のマレーシア国内の中小企

業振興に係る機関との連携方策の検討が重要になると想定される。したがって、

これら関係機関に対し聞き取り調査を行い現状を分析することが不可欠である

とともに、アクションプランの実効性を高めるためにも、本協力の過程におい

て合同調整委員会に適宜参加を求めるなどの措置をとることが望ましい。また、

現在、BNM内にはSME Taskforce が設置され、マレーシア国全体の中小企業振興

政策の検討が行われていることから、本アクションプランは同政策と整合性の

とれたものとすることが求められる。このためには、同Taskforceのメンバーを

本協力のC/Pの一員とするか、合同調整委員会に参加させる等の措置をとること

が望ましい。 

 

（４） 各ＤＦＩの関与 

 協議において、BNMから各DFIsをさほど関与させず、BNMだけでアクションプ

ランを策定するとの意識が感じられた。この背景には、BNMが各DFIsの監理業務

も担っており、アクションプランにも各DFIsの実施状況のモニタリング方法を

盛り込むことが要請されていることがある。しかしながら、例えば、インフラ

開発銀行（BPIMB）等は既に融資先への財務諸表の提出の義務づけ、工場査察、

経営助言といったアドバイザリーサービスに類する業務を実施しており、これ

らの問題点・課題等はアクションプラン作成にあたって非常に有益なものとな

る。したがって本協力にあたってDFIsを関与させることは必要不可欠である。

具体的には、各DFIsのアドバイザリーサービスに係る現状調査に加え、ワーキ

ングコミッティーに参加させる、アクションプラン作成の一環として要望され

ているセミナー、ワークショップへの主体的な参加を促すことが必要といえる。

これらワークショップの内容を工夫し、DFIsが積極的に参加することで、BNMが

課題としてあげている各DFIの人材育成にも寄与する協力が可能となると思料

する。 

 本アクションプランはBNMの監督下にあり中小企業融資を行っている5DFIsを

対象としている。一方、当国ではこの他にもMITI監督下のマレーシア産業開発

銀行(Malaysian Industrial Development Finance Berhad: MIDF)が中小企業融

資を行い、信用保証については信用保証協会(Credit Guarantee Corporation: 

CGC)が行っており、MIDFやCGCに聞き取り調査等を行い、その中小企業融資の現

状・課題等を十分に把握することが必要といえる。 

 

 

２．調査結果総括 

２− １． 案件形成の背景 

 「マ」国では 2001 年の金融マスタ− プラン Financial Sector Master Plan 

(FSMP)の策定、2002 年 2 月の政府系金融機関法（Development Financial 

Institutions Act 2002: DFIA）の制定等、政府系金融機関のキャパシティ− の
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向上に向けた取り組みが行われている。また、「マ」国は自国の経済競争力強化

のための重要な課題の一つとして、中小企業（裾野産業）の育成をうたってい

るが、インフラ開発銀行(Bank Pembangunan dan Infrastructure Malaysia Berhad 

(BPIMB))、工業技術銀行(Bank Industri & Teknologi Malaysia (BITM))等の政

府系金融機関が中小企業融資において重要な役割を担っている。 

 このような状況の中、政府系金融機関の中小企業融資等の効率性を高め、よ

り効果的に実施していくために、金融マスタ− プランでは政府系金融機関の中

小企業に対する助言能力を強化する方針が掲げられており、これを実践するた

めの行動計画の策定が計画されている。そして、「マ」国政府は、この 行動計

画をより良いもの、実践的なものとするために、我が国に本協力を要請してき

たものである。 

 

 

２− ２．マレ− シア中央銀行および関係機関との協議結果 

 

（１）要請内容、背景およびプライオリテイ 

マレ− シア中央銀行の政府系金融機関規制監督部（Development Financial 

Institutions Regulation Department）は 2003 年７月、本事前調査の第一回協

議において、本要請が次の４つのコンポーネントから構成されることが確認さ

れた。 

 

イ）行動計画の作成への協力（Assist BNM to formulate an Action Plan to 

develop DFIs' advisory capabilities） 

ロ）ワ− クショップ開催への協力（Cooperate with BNM to hold workshops 

on advisory services to SME） 

ハ）政府系金融機関への個別指導（Assist the DFIs to develop its advisory 

capabilities） 

ニ）日本の金融機関等が中小企業に行っている助言サ− ビスについて学ぶ日

本での研修（Training in Japan on advisory services provided by 

financial institutions and other organizations in Japan） 

 

 

この要請背景には、マレ− シア中央銀行はマレ− シアの多くの SME は経営改善

する余地があるので、政府系金融機関は融資だけでなく、中小企業の経営改善

等への助言（advisory services）を行うべきであるという認識がある（政府系

金融機関規制監督部 Director, Ms.Che Zakiah Che Din）。 

 

この協議の場において、調査団とマレ− シア中央銀行は特に「イ）行動計画の

作成」が重要と合意した。 
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（２）対象政府系金融機関 

この「行動計画」の対象とし、助言能力の向上を図る政府系金融機関を次のと

おりとすることを確認した。 

 

マレーシア開発インフラ銀行 Bank Pembangunan dan Infrastruktur Malaysia 

Berhad: BPIMB 

マレーシア工業技術銀行 Bank Industri & Technologi Malaysia Berhad: BITMB 

マレーシア輸出入銀行 Export Import Bank of Malaysia Berhad: EXIM Bank 

マレーシア輸出信用保険 Malaysia Export Credit Insurance Berhad: MECIB 

マレーシア農業銀行 Bank Pertanian Malaysia: BPM 

 

 

（３）助言の内容 

政府系金融機関が中小企業に対して行う経営改善の「助言内容」はマ− ケテイ

ング、製品開発 product development、財務管理 financial management、プロ

ジェクト評価 project assessment 等としたいとマレ− シア中央銀行は要望した。 

 

 

（４）各政府系金融機関からの聴き取り調査と PCM ワ− クショップ 

その後、調査団とマレ− シア中央銀行は各 5 政府系金融機関からの聴き取り調

査や PCM ワ− クショップを行った。この結果、次の事実が判明した。 

 

イ）マレ− シア中央銀行としては、中小企業に対する助言サ− ビスを行って

いる政府系金融機関はあるものの、それはアドホックベ− スであり、シ

ステム化されていないと認識している。 

ロ）マレーシア開発インフラ銀行は 20 年間、中小企業への助言サ− ビスを

行ってきたが、充分な助言能力をもった職員は不足しており、起業家向

けセミナーを開催しても参加者が少ない等の問題を抱えている。 

ハ）マレーシア工業技術銀行は 1993 年、 Bank Industri Technical 

Consultancy Services Sdn Bhd"という子会社をつくり、融資先企業から

の経営相談に応じる体制をつくったが成功せず、1998 年に清算した。な

お、この融資相談が有料であったことが、この清算に至った要因のひと

つと考えられている。 

ニ）政府系金融機関は日本の金融機関が中小企業に対して行った助言サ− ビ

スの経験について学びたいと考えている。 

 

従って、調査団とマレ− シア中央銀行は、政府系金融機関の現在・過去の助言

サ− ビスについて調査し、かつ日本の金融機関が中小企業に対して行った助言
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サ− ビスの経験について学ぶことにより、マレ− シアにおいて効果的な助言サ

− ビスの体制をつくることが重要と認識した。また、行動計画の作成に際して

は、「マ」国の中小企業振興政策を踏まえる必要があることから、マレーシア中

央銀行内の SME タスクフォースに加え、外部の SMIDEC、MATRADE 等の中小企業

に係る関係機関との連携も重要と認識した。 

 

（５）マレ− シア中央銀行と JICA の役割分担 

以上を踏まえ、マレ− シア中央銀行は「効果的な助言サ− ビスの体制をつくる」

ための「行動計画 Action Plan」のドラフト作成を本件 JICA プロジェクトに求

めてきた。これに対し、調査団はマレ− シア中央銀行が本件 JICA プロジェクト

のオ− ナ− シップをもつという考えから、また、マレーシア中央銀行が主体的

に関与することによりアクションプランの確実な実施を期することから、マレ

− シア中央銀行が「行動計画」のドラフト作成を行うべきと述べた。しかし、

マレ− シア中央銀行はあくまで JICA が「行動計画」のドラフト作成を行ってほ

しいと主張した。同時に、マレ− シア中央銀行が「行動計画」のドラフト作成

に関与することが重要であるとの認識をマレ− シア中央銀行は示した。 

 

（６）経済企画院（EPU）との協議 

調査団より今回事前調査評価の趣旨、これまでの経過とともに、PCM ワークショ

ップ結果、PDM 案等について説明し、EPU の了解を得た。 

EPU との応答概要は以下のとおり。 

 

イ）EPU より、本プロジェクトが予定のとおり来年９月に終了できれば、そ

の成果を第９次マレーシアプラン（2005-2010 国家開発計画）に反映さ

せることができるため、非常に有用であるとコメントがあった。 

ロ）EPU より、マレーシア中央銀行のオーナーシップを重視し、JICA 専門家

チームは行動計画策定を支援する立場に立つというアプローチは非常

に良いと思うとコメントがあった。 

ハ）EPU は開発金融に関する事業予算の承認権限を有するところ、EPU とし

ても本プロジェクトに参加することが重要と思うとコメントがあった。 

 

 

２− ３．PCM ワ− クショップの結果 

2003 年 7 月 15 日、マレ− シア中央銀行と政府系金融機関により、PCM ワ− クシ

ョップを行った。まず、２班に分かれて、中小企業や政府系金融機関の抱える

問題点をあげた。次にそれらを経営の失敗等の内部に起因するのか、政府の施

策等の外部に起因するものに分けた。その結果、中小企業や政府系金融機関の

抱える問題点は多くが内部に起因することが判明した。これは、経営能力が向

上すれば、多くの問題点が解消する可能性が高いことを示している。さらにこ

れらの問題の中で、何が最も解決すべき重要な問題であるかを各班が話し合っ
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た。 

その結果、中小企業が抱える大きな問題は、成長が速く、確実な事業を把握で

きないことであり、その原因は社員の教育訓練不足、不十分なビジネスプラン、

資金調達・財務管理能力の不足等であることが明らかになった。次の図はその

問題摘出と原因把握の「問題分析図 Problem Tree」である。 

 

 

 

 

一方、政府系金融機関が抱える大きな問題として、中小企業に対する助言能力

向上のための的確な訓練の不足が挙げられた。この原因として、助言能力にた

けた職員の不足、助言を行う職員の姿勢、（助言の必要性に対する）経営者の理

解不足が指摘された。さらに「助言能力にたけた職員の不足」の原因として、

予算不足、人材不足、訓練コ− ス不足が指摘された。次の図はその問題摘出と

原因把握の「問題分析図 Problem Tree」である。 

 

 

 

 

 

 

 

Problem Tree - SME
Poor Selection of Project
(Project fail / Very slow

growth)

Low level of
education/Not
computer or
internet savy

One man show
Getting wrong
advice (eg. From
consultant and
peers)

 
Inadequate

business plan
Attitude
problem

Financial problems/Cash
flow management/Poor
credit management

Bad Projects

Dependant on
domestic/
multinational

Short-term
contract

Inadequate
Market Plan

Increasing
Competition

Limited equity

Securing
Finance

High Interest
Rate
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Problem Tree - DFI 

DFI's officers are not
properly well trained in
advisory functions

Shortage of 
skill staff 

Attitude of DFI

staff in extending
advisory services  No vision from top 

management board 
of directors of 
DFI's

No response
to advisory
services

Lack of
motivation

More focus
on credit
work

Lack of
incentive to
the DFI's
staff

Preferred
measures based
on loan
portfolios

DFI's staff are not well 
trained in giving 
advisory services 

Budget 
constraint 

 Lack of 
training 
modules 

 Skilled 
resources
persons 
constraint

Difficult to 
assist cost / 
benefit & 
justify 

Limited 
financial 
resources

Salary services 
cannot attract

speacialized people 

Covered with
legal
implications

Uncertainty 
of SMEs
need 

Cost 
centres/Profit 
motivation 
orientation 

Do not have
advisory
services as
mandated role

No R & D 

Poor use of 
technology to 
publicize 
activities of DFI 
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このように、各班が問題の把握とその原因の検討を行った後、その解決策を話

し合った。この話し合いにより、まず中小企業は良いビジネスプランをつくる

ことにより、成長が速く、確実な事業を把握することが大事であり、そのため

には訓練された社員、良い財務管理や R&D 等が必要であることが明らかになっ

た。次の図はその「目的分析図 Solution Tree」である。 

 

 

 

 

｀ 

一方、政府系金融機関は、十分な助言スキルを持ち、意欲的な職員を育成する

ことや取締役が（助言サ− ビスをどうするかについて）明確なビジョンを持つ

ことにより、職員の助言能力が向上するように的確に訓練することが大事と判

明した。以下はその詳細の「目的分析図 Solution Tree」である。 

 

Solution Tree - SME

1

Viable Projects

Good Business Plans

Qualified well
trained staff

Good financial
management

Good R & D Advice from
reliable

Strong sales
force

Niche marketing

Ability to
raise funds

Client
diversify

Better
expansion
program

Consistent
recurring sales

Have keen
management

personnel
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Solution Tree - DFI

3

 

DFI staff are properly
trained in advisory

services

Adequate skilled &
motivated staff

Clear visison from
Board of Directors of

DFI

DFI staff are well
trained in giving
advisory services

Advisory
services clearly
spelt out in job

description

Motivated
staff

Budget
allocated

Engage skilled
resource
person

Available
training module

Incentives to
DFI staff

Performance
measurement

clearly detained for
advisory services

Recognized
as priority
function

Adequate
financial
resources

Recognized
advisory

services as
mandated role

Legal
implication
addressed

Market need
identified

Focus on
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第二部 本件プロジェクトの背景 

 

３．マレ− シアの中小企業振興の現状と問題点 

３-１．マレ− シア経済における中小企業の位置付け3 

マレ− シアで中小企業というと様々な定義があるが、中小企業振興公社

（SMIDEC）は、1998 年から、従業員（正規従業員）150 人以下、年間売上高 2500

万リンギット以下を中小企業と規定している。現在、中小企業のセクタ− 別内

訳は製造業 32％、建設業 8％、販売・流通（Trading）34％、サ− ビス 23％、農

業・鉱業 3％となっている。 

中小企業が一国の経済にしめる割合は日本では全企業数の 99.7％、被雇用者の

69.5％、GDP の 55.3％である。韓国は中小企業が全企業数の 99.2％、被雇用者

の 75.3％、ドイツは全企業数の 99.0％、被雇用者の 69.7％、GDP の 57.0％を中

小企業が占めている。しかし、マレ− シアでは製造業に限って言えば、中小企

業は全企業数の 91％（約５万社）、被雇用者の 30.7％である。 

 

単位：％ 

 

マレ− シア経済において製造業は GDP の３割、総輸出額の８割以上を占める主

要産業であり、近年のマレーシアの急激な経済成長を支えてきた。マレーシア

の製造業における中小企業の位置づけをみると、生産額で 28.5％、付加価値額

で 26.5％を占めており、マレーシア経済の中で重要な役割を担っていると言え

る。しかし一方で、マレ− シアの中小企業は、日本・韓国・ドイツほど充分成

長していないと言える。4 

 

 

３− ２．マレ− シア政府の中小企業育成策5 

（1） 第 8 次マレーシア計画 

 第 8 次マレーシア計画（8th Malaysia Plan: 8MP）は 2001 年から 2005 年にか

けての国家開発計画である。平均年間実質 GDP 成長率目標を 7.5％としている。

本計画においては、中小企業をグローバルな競争力を持つ産業セクター形成に

必須のものであると位置付けた上で、中小企業がより競争力をもつことを目標

                                                 
3 この節は Bank Negara Malaysia, annual report 2002, "Report on SME Development Framework" 

107 ペ− ジを参照した。 
4 Malaysia International Trade and Industry Report 2002, 139 ページ 
5 この節は JICA 鉱工業開発調査部、「マレ− シアにおける中小企業政策の現状と問題点」2003

年３月、26-31 ペ− ジを参照、一部抜粋した。 

日本 ドイツ 韓国 マレーシア（製造業のみ）

企業数 99.7 99.0 99.2 92.0

雇用数 69.5 69.7 75.3 33.3

GDP 55.3 57.0 16.0
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とした方針が記述されている。 

 本計画は中小企業に対して従来の資金援助、インフラストラクチャー、支援

サービスを見直しつつも、引き続き継続して実施していくことを明言している。

その効率的実施のために中小企業自身の協調を呼びかけ、また SMIDEC を中小企

業支援のためのポータルとするべく強化すべきであると述べている。さらに既

存政策である中小企業向け工業団地開発・ブミプトラ優遇政策は従来通り実施

していく一方、地場の中小企業の競争力強化に向けたより一層の努力を謳って

いる。 

 「マ」国政府は第 8 次マレーシア計画期間中、工業開発の中で中小企業に 10

億 9,180 万 RM(第 7 次計画の 2 倍以上）を、ベンチャーキャピタル及び中小企業

融資に 13 億 4,460 万 RM（ベンチャーキャピタルは第 7 次計画の 3 倍以上）を割

り当てた。また、政府は州の経済開発公社に、中小企業用工業団地開発のため

に、1 億 3,190 万 RM をソフトローンにより提供することとしている。 

 

（2） 第 2 次工業基本計画 

 国際貿易産業省は、第 2 次工業基本計画（Second Industrial Master Plan  

1996-2005:IMP2）を 1996 年に策定した。 

 IMP2 では投資主導型から生産性主導経済への転換を目指し、マニファクチュ

アリング++（Manufacturing++）及びクラスター（Cluster）の二つの新しい基

本概念を導入した。このクラスター開発における中小企業の役割として、次を

あげ、政府の支援策を打ち出した。 

イ）既存の工業の低いレベルと貧弱なリンクの主要要因の一つとして、有力

サプライヤー・サービスプロバイダーとしての国内中小企業の不在と不

適切な参加がある。IMP2 は、クラスター形成強化と国内付加価値増加の

重要かつ戦略的リンクとして、国内中小企業の開発のための政策、プロ

グラムを設定する。 

ロ）政府は、研究開発、特に品質改善の実施のため、国内関連のある中小企

業の育成のため、環境整備、支援プログラムを形成する。 

ハ）政府は、支援ファシリティの向上を目的とする制度的・政策的手段を継

続して実施する。 

ニ）SMIDEC、MTDC、SIRIM 等の機関を通じて、中小企業の研究開発投資、技術

向上、マーケティングと流通チャンネルの向上を奨励することに重きを

置く。 

 

（3） 中小企業開発計画(SMIDP) 

 2002 年 3 月に SMIDEC より SMIDP(Small and Medium Industries Development 

Plan 2001-2005)が発表された。SMIDP は、第 2 次工業基本計画（IMP2）を補完

するもので、特に工業セクターの中小企業をターゲットとしている。 

 SMIDP の目的は次のとおりである。 

イ）世界的に競争力のある企業へと中小企業の開発を刺激するための伝導力



 16

のある政策環境の創造 

ロ）知識ベースの中小企業の開発の促進 

 

また、SMIDP の戦略は次のとおりである。 

イ）中小企業を高い生産性、技術力、世界的競争力を有する企業にする。 

ロ）国際化した生産プラットフォームに向けた転換を促進するため、企業レ

ベルでの組織変化を促す。 

ハ）中小企業のクラスターが更に発展するよう、一流企業に促す。 

 

SMIDP は、特に電気・電子、輸送用機器、木材利用製品、機械・エンジニアリ

ングサ− ビス、食品加工、ゴム製品、繊維・衣料、薬用植物製品を優先セクタ

− としている。これらのセクタ− を対象に、育成の新規政策として、「中小企業

情報アドバイスセンタ− 」、「ヘッドスタ− ト 500 プログラム」、既存政策の強化

として、「ベンチャ− キャピタルの促進」、「アドバイスサ− ビスの強化」等を行

うとしている。 

 

 

３− ３．中小企業関連政府機関6 

 マレーシアにおいては、1992 年に国家開発評議会（NDC）により SMI 振興に関

する政策ガイドラインが発表され、中小企業振興に係る管轄機関が 13 省庁 30

機関から主要 5 省庁（国際貿易産業省、企業家開発省、大蔵省、人的資源省、

科学技術環境省）に集約された。政府の主要な中小企業・裾野産業振興関連機

関は以下のとおりである。特に 1997 年の通貨危機以降に中央銀行の役割が大き

くなっている。 

 

イ）国際貿易産業省（Ministry of International Trade and Industry: MITI）

中小規模製造業の育成・振興を目的とする。傘下には、中小企業開発公社

(SMIDEC)、マレーシア工業開発金融公社（MIDF）、マレーシア工業開発庁

(MIDA)、マレーシア技術開発公社（MTDC）、マレーシア貿易開発公社

(MATRADE)等の組織を擁する。 

ロ）企業家開発省：（Ministry of Entrepreneurship Development） 

ブミプトラ系企業家育成を目的に各種施策を実施。 

ハ）大蔵省：（Ministry of Finance） 

マレーシア中央銀行を中心として、マレーシア工業技術銀行やマレーシア

開発インフラ銀行等を通じ、中小企業金融支援を実施。 

ニ）人的資源省（Ministry of Human Resources） 

                                                 
6
この節は JICA 鉱工業開発調査部「マレ− シアにおける中小企業政策の現状と問題点」2003 年

３月、37〜45 ページおよび国際協力銀行「東アジアの持続的発展への課題」（2001 年、96-97 ペ

− ジ）を参照、一部抜粋した。 
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職業訓練国家職業訓練委員会（National Vocational Training Council）

にて、職業訓練に関する政策・プログラムの調整・振興を実施。 

人的資源開発委員会（Human Resources Development Council）にて、人的

資源開発基金（Human Resources Development Fund）を管轄。 

ホ）科学技術環境省（Ministry of Science, Technology and the Environment, 

Malaysia） 

研究開発（R&D）・技術向上を目的に、人材育成プログラムを実施。 

ヘ）中小企業開発公社（SMIDEC: Small and Medium Industries Development 

Corporation） 

1996 年 5 月、産業部門の中小企業の競争力向上を目指し、MITI 内の中小製

造業振興担当部署が独立し、設立された。設立目的は以下のとおり 

イ）国内中小製造業の発展のための調整 

ロ）産業発展戦略の策定を通じ、中小製造業の発展・促進に資する 

ハ）高付加価値、高品質な産品、部品や関連サービスの提供を実現するこ

とで、中小製造業を国際的に効率的かつ競争力ある産業に育成する 

ト）信用保証協会（CGC: Credit Guarantee Corporation） 

担保や信用力が不足する中小企業に対する金融の円滑化を目的に創設。 

 

  

３− ４．中小企業が抱える問題点7 

前述のとおり、「マ」政府は中小企業振興に力を注いでいるが、多くの中小企業

は様々な問題を抱えている。国際貿易産業省は、中小企業の抱える問題点を次

のように述べている8。 

 

イ）熟練労働者の不足 

ロ）企業間連携の未発達 

ハ）輸出市場へのアクセス不足 

ニ）資金調達難 

ホ）外資系中小企業との競合 

ヘ）技術と Innovation の不足 

 

また、中小企業工業開発（SMIDEP）は中小企業の重要課題として以下を掲げて

いる。 

イ）市場開放とグロ− バライゼ− ション 

ロ）知識の獲得と技術管理 

                                                 
7
この節は Bank Negara Malaysia, annual report 2002, 107-108 ペ− ジ、"Report on SME 

Development Framework"を参照した。 
8
出所は「Ministry of International Trade and Industry Malaysia, Small and Medium Scale 

Industries Study Final Report, 1996」であるが、JICA 鉱工業開発調査部、「マレ− シアにお
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ハ）生産性・品質向上 

ニ）新たなビジネス環境のための技能不足 

ホ）ファイナンス 

ヘ）インフラストラクチャ−  

ト）知識と情報 

 

従って、中小企業はマ− ケテイング、技術、知識の習得、資金調達等、多くの

課題を抱えているといえる。 

 

一方、2001 年、マレ− シア中央銀行が商工会議所を通じて行なった中小企業調

査では、中小企業 7700 社から回答を得た。これらの会社回答を要約すると次の

とおり。 

 

イ）回答企業の 88％は家族所有（family-owned business）であり、外国企

業は 15％以下、ブミプトラ所有は 26％である。 

 

ロ）77％は資産 5 百万リンギット以下であり、74％が従業員 50 人以下の会

社である。 

 

ハ）62％は資金調達に困難をきたしている。47％は金融機関からの借入、32％

は自己資金、11％は他の資金源から資金調達している。 

 

ニ）一般的に中小企業は投資やコンピュ− タ化を余り行なっていない。45％

がいまだ労働集約的であり、41％がコンピュ− タの利用度が低い。 

 

ホ）わずか 57％の中小企業が社員研修を行っているが、主に基礎的技能訓練

である。 

 

ヘ）中小企業に対して、市場調査、経営管理、情報技術、会計・財務につい

て助言することが有効である。回答企業の 14％は政府系組織からこの分

野の助言に頼っているが、52％の企業はこうした助言をどこからも得て

いない。 

 

ニ）自社製品の市場調査では、回答企業の 60％が自力で行い、21％が展示会、

7％が商社を通じて行っている。 

 

このように、多くの中小企業は経営基盤が脆弱であるため、「ハ）62％は資金調

達に困難をきたしている」のが現実である。言い換えれば、多くの中小企業が

                                                                                                                                               
ける中小企業政策の現状と問題点」2003 年３月、20、21 ペ− ジを参照、一部抜粋した。 
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商業銀行や市中金融機関から借入ができない。このような中小企業にとって、

政府系金融機関が「最後の貸手（last resort）」となっている。 

さらに「中小企業に対して、市場調査、経営管理、情報技術、会計・財務につ

いて助言することが有効である。回答企業の 14％は政府系組織からこうした助

言に頼っているが、52％の企業はこうした助言をどこからも得ていない」ので、

今後さらに政府系金融機関が中小企業に対して、助言能力を向上させ、質量共

に、経営指導することが必要である。 

 

 

４．中小企業への金融支援 

４-１．中小企業向け融資スキ− ム9 

中小企業が合理的なコストで融資を受けられるように、マレ− シア中央銀行は

商業銀行およびファイナンス銀行に融資のガイドラインを設定している。融資

機関は中小企業向けに融資に最低限の量を割り当て、政府は CGC を通じて融資

のリスクの一部を保証する。 

このガイドラインや保証制度に加え、政府は多くの中小企業向け融資スキ− ム

っを用意している。製造業の中小企業向けだけでも 20 以上のファンドがある。

本件プロジェクトのタ− ゲットグル− プのマレーシア開発インフラ銀行やマレ

ーシア工業技術銀行がこれらの融資の実施機関となっている。商業銀行の貸出

金利が 2000 年〜2001 年に 6％台であったときに、これらのファンドは 3〜5％の

貸出金利で、返済期間 5〜10 年の長期資金を提供した。後述のマレーシア開発

インフラ銀行の「ナ− サリ− ファクトリ− スキ− ム」もこの一つである。 

しかし、融資スキ− スの数が多すぎて混乱を与えることや、実施機関銀行の審

査や資金払込みに時間がかかりすぎる等の不満が、中小企業から指摘されてい

る。 

 

４-２．信用保証10 

 信用保証協会（以下「協会」という）は 1972 年、マレーシア会社法に基づき

設立された。 

 主たる目的は、担保が不十分か、担保がないか、あるいは業績記録がないよ

うな小企業に対して、金融機関からの融資が得られるように保証を与えること

にある。協会は株主である 37 の商業銀行及び 40 の金融会社の 2,000 以上の支

店のネットワークを通じて業務を運営している。1994 年以降、協会の保証対象

は、重点部門における中小企業を育成し発展させようとする政府の努力を補完

するため、中規模企業まで拡大された。 

                                                 
9 この節はJICA鉱工業開発調査部「マレ− シアにおける中小企業政策の現状と問題点」2003年、

51-63 ペ− ジを参照、一部抜粋した。また、中小企業向け融資スキームについては”Malaysia 
International Trade and Industry Report 2002”にも参照のこと。 
10 この節は JICA 鉱工業開発調査部「マレ− シアにおける中小企業政策の現状と問題点」2003
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 従来、民間金融機関の出資割合が非常に高かったが、2000 年にマレーシア中

央銀行が 10 億 RM を出資し、70％の株式を保有することとなった。 

 2001 年末までに 10 の支店が開設された。 

 

 

４-３．中小企業に対する交付金 Grants11 

中小企業に対して、次の交付金がある。この交付金は、承認されたプロジェク

ト費用の 50％を政府が負担するものであり、残りの 50％は当該申請企業が負担

する。 

 

（１）Grant for Business Planning and Development (ITAF 1) 

この交付金は、ビジネスプランづくり、技術開発や市場開拓に対して供与され

るものであり、1 社当たりの最高額は 4 万リンギット。 

 

（２）Grant for Product and Process Improvement (ITAF2) 

既存の製品や製品設計を改良するときに交付される。1 社当たりの最高額 50 万

リンギット。 

 
（３）Grant for Productivity and Quality Improvement and Certification 

(ITAF3) 

生産性向上、品質向上、国際的な品質証明取得に交付される。1 社当たりの最高

額 25 万リンギット。 

 
（４）Market Development Grant (MDG/ ITAF4) 

輸出振興に交付される。1 社当たりの最高額 6 万リンギット。 

 
（５）Technology Acquisition Fund (TAF) 

設備やプロセスを近代化するときに交付される。プロジェクト費用の 70％また

は 200 万リンギットの低い方が上限。 

 
（６）Grant for Upgrading Engineering Design Capabilities 

独自のデザイン能力を開発するときに交付される。1 社当たりの最高額 30 万リ

ンギット。 

 
（７）E-Manufacturing Grant Scheme 

競争力強化を図るときに交付される。1 社当たりの最高額 50 万リンギット。 

                                                                                                                                               
年、43 ペ− ジを参照、一部抜粋した。 
11
この節は Ministry of International Trade and Industry Report, Malaysia,2002, 143 ペ

− ジ、"Financial Assistance Schemes for SMEs"を参照、一部抜粋した。 
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（８）Grant for RosettaNet Standard  Implementation 

Rossetta Net（世界のサプライヤーとつながるサプライ・チェーン管理のため、

オープンなインターネット上の共通ビジネス・メッセージ基準）を導入すると

きに交付される。1 社当たりの最高額 10 万リンギット。 

 
（９）Factory Auditing Scheme 

自社の診断・監査を行うときに交付される。同時に、能力向上のための自社の

強み、弱味を特定する。1 社当たりの最高額 1 万リンギット。 

 

 

５．マレ− シアの金融マスタ− プランと政府系金融機関の役割 

５− １．金融マスタ− プラン作成とその後の進捗 

2001 年 3 月、マレ− シア中央銀行は金融部門マスタ− プランを制定した。これ

は金融機関が今後 10 年にわたり、競争力を向上させる計画である。その対象金

融機関は、銀行・保険・ベンチャ− キャピタル・政府系金融機関を含む。 

この金融マスタ− プランは「提言（Recommendation） 6.2」において、政府系

金融機関が次の対策等を行うことを指示している12。 

 

イ）適正な利益性検討、貸付審査、リスク分析にもとづく投融資 

ロ）リスクを見い出し、測り、モニタリングするシステムづくり 

ハ）内部監査、外部監査 

ニ）人材育成計画、雇用計画 

ホ）情報発進の充実、顧客への財務サ− ビスの向上 

ヘ）政府系金融機関がタ− ゲットグル− プに助言サ− ビスを行う組織づくり 

 

本件プロジェクトはこの「ヘ）政府系金融機関がタ− ゲットグル− プに助言サ

− ビスを行う組織づくり」に貢献する。2003 年 7 月の事前調査において、マレ

− シア中央銀行は、本件 JICA プロジェクトにより、提言「ヘ）政府系金融機関

がタ− ゲットグル− プに助言サ− ビスを行う組織づくり」の実現を図りたいと

述べた。 

後述するように、マレーシア工業技術銀行グル− プは融資先評価制度をすでに

つくっており、「イ）適正な利益性検討、貸付審査、リスク分析にもとづく投融

資」の「貸付審査にもとづく投融資」をすでに一部行っている。同様に、マレ

ーシア輸出信用保険は海外の買手（Overseas Buyers）の情報を顧客に提供して

いる。これは「ホ）情報発進の充実、顧客への財務サ− ビスの向上」をすでに

一部行っている。しかし全体としてみれば、上記イ）〜ヘ）の勧告はまだ充分

実行されていない。マレ− シア中央銀行の金融セクタ− マスタ− プランの進捗

                                                 
12
Bank Negara Malaysia, "Financial Sector Master Plan" 90-91 ペ− ジを参照した。  
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報告においても、「提言 6.2」は「完了」となっていない。 

マレ− シア中央銀行の金融部門マスタ− プランは、この「提言 6.2」を含め、約

100 の勧告を行っている。この内、「完了」したものは、わずか 16％であり、「現

在、実施中」が 19％、「これから始める」が 14％、「現在、検討中」が 51％とな

っている13。前述の「ヘ）政府系金融機関がタ− ゲットグル− プに助言サ− ビス

を行う組織づくり」もこの「現在、検討中」に入る。しかし、当該プランは向

こう 10 年間の計画であり、作成されてまだ 2 年間しか経過していないことを勘

案すると、「完了」がすくないのも当然であろう。 

 

 

５− ２．政府系金融機関の規制監督 

政府系金融機関 Development Financial Institutions (DFIs) とは、「農業や中

小企業育成、インフラ整備、海運やハイテク産業という国家戦略として重要な

産業を育成・振興するために、政府によって設立された金融機関14」である。 

政府系金融機関法 Development Financial Institution Act 2002 (DFIA)は政府

系金融機関の方針・施策が政府の政策と一致しているかの監督をマレ− シア中

央銀行に委託している。特に同法は政府系金融機関が安全、健全、効率的な運

営を行うことを強調している。同法の適用を受けるのは Bank Pembangunan dan 

Infrastruktur Malaysia Berhad  (BPIMB), Bank Industri & Technologi 

Malaysia (BITMB), Malaysia Export Credit Insurance Berhad, Export Import 

Bank of Malaysia Berhad, Bank Kerjasama, Rakyat Malaysia Berhad, Bank 

Simpanan Nasional の 6 つの政府系金融機関である。 

中小企業への融資や保証を行う政府系金融機関は、これらの金融機関に加え、

Malaysian Industrial Development Finance Berhad (MIDF), Credit Guarantee 

Corporation (CGC) 等がある。 

前述の 6 つの政府系金融機関の監督を行うマレ− シア中央銀行は、政府系金融

機関規制監督部 Development Financial Institutions Regulation Department

が規制政策を策定・監督し、銀行監督第一部、第二部 Bank Supervision I, II

が監査を行っている。政府系金融機関規制監督部は、政府系金融機関が順守す

べき自己資本比率、不良債権比率(Gross NPL ratio, Net NPL ratio）、一社債

権限度額（Single customer limit）等の基準を定め、モニタリングしている。 

本件プロジェクトのカウンタ− パ− トはこの政府系金融機関規制監督部である。

当部は 2001 年 4 月に設けられた新しい部であり、Director 以下、総勢 28 名の

職員がいる。現在、当部は 6 つの政府系金融機関を監督している。マレーシア

中央銀行は DFIA および FSMP に基づき、マクロな視点から監督を行っており、

財務省、起業家育成省等の各 DFI の所管省庁も重要な役割を担っているとのこ

とである。また、現在、マレーシアでは各 DFI の役割・機能の見直しを行って

                                                 
13 Bank Negara Malaysia, annual report, 136 ペ− ジ、"Financial Sector Master Plan"  
14 Bank Negara Malaysia, annual report 2002,194 ペ− ジ 
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おり、今後これらの動向に留意することが必要である。 

政府系金融機関法、マレ− シア中央銀行、政府系金融機関の関係、および、政

府系金融機関の所管官庁、役割、融資対象を図示すると、次のようになる。 

 

 

 

５− ３．中小企業の資金調達 

SMIDEC の 2002 年の調査では、中小企業の資金調達を毎年のフロ− ベ− スでみ

ると、51％が銀行借入、自己資金 27％、家族 10％（計 88％）が主な調達先にな

っている。また、国際協力銀行の調査においては、1999 年の中小企業の設備投

資の主な資金調達先は、商業銀行 21％、ファイナンスカンパニ− 16％、インフ

ォ− マル金融 6％、売上（利益）13％であり、政府系金融機関はわずか 4％を占

めるにすぎない。15 

中小企業への融資を 1999 年時点の残高ベースでみると、総額 581 億リンギット

の内、76％が商業銀行、22％がファイナンスカンパニ− となっている16。中小企

業への融資を毎年のフロ− ベースでみても、残高ベースでみても政府系金融機

                                                 
15 国際協力銀行「東アジアの持続的発展への課題」2001 年、114 ペ− ジ 
16 JICA 鉱工業開発調査部「マレ− シアにおける中小企業政策の現状と問題点」2003 年、52-53
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関の占める割合は小さい。 

この要因は、政府系金融機関は財源そのものが少ないので、資産が少ないこと

である。1998 年時点の資産総額は商業銀行 4,535 億リンギット、ファイナンス

カンパニ− 1,236 億リンギットに対し、政府系金融機関は 198 億リンギットの資

産しかもたない。 

しかし前述のとおり、多くの中小企業は経営基盤が脆弱であるため、「62％は資

金調達に困難をきたしている」のが現実である。そこで、商業銀行や市中金融

機関から借入ができない中小企業にとって、政府系金融機関が「最後の貸手

（last resort）」となっている。さらに「中小企業に対して、市場調査、経営

管理、情報技術、会計・財務について助言」しているのは政府系金融機関であ

る。一方、「回答企業の 14％は政府系組織からこうした助言に頼っているが、

52％の企業はこうした助言をどこからも得ていない」。従って中小企業の経営改

善・発展のために、今後さらに、政府系金融機関が中小企業に対して助言能力

を向上させ、質量共に、経営指導を充実する必要がある。 

 

（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．マレ− シアの政府系金融機関の現状と課題 

 

前述のとおり、本事前調査中、調査団とマレ− シア中央銀行は各 5 政府系金融

機関からの聴き取り調査や PCM ワ− クショップを行った。この間、マレ− シア

中央銀行と政府系金融機関の財務諸表やアニュアルレポ− トも入手した。この

結果、次の事実が判明した。 

 

日本の中小企業融資における経営相談 

中小企業金融公庫（以下、公庫という）は設立５０年の間に５万社に融資を行っ

た。これらの中小企業に対して融資とあわせ、経営相談を重視している（いわゆ

る「金」と「情報」）。具体的には「財務診断」等を行っている。「財務診断」は融

資先の中小企業から、年に１回、財務諸表を提出してもらい、その財務諸表にも

とづき、公庫は当該企業の社長と経営について話し合うものである。これが「経

営相談」の一つの形であるが、公庫職員が経営相談できる範囲は、財務分析およ

び財務関係分野に限られ、当該企業の製品開発や市場調査については難しい。さ

らにこの財務診断や融資先企業審査については公庫のマニュアルはあるが、この

マニュアルだけでは十分な審査や財務診断ができるものではなく、経験がものを

いう（2003 年 7 月、事前評価調査における中小企業金融公庫 クアラルンプ− ル

駐在員事務所からの聴き取り）。 

一方、旧輸銀は「中小企業相談室」を本店に設置し、中小企業の輸出入の相談に

応じた。しかし、その内容は、たとえば L/C 決裁、サプライヤ− ズクレジット、

バイヤ− ズクレジットの仕組み等、主に既存制度の紹介である。当該企業がいか

に海外の買手を見つけ、そこに輸出するための輸出入認可をどう取得するか等、

ビジネス全般の相談は行っていない（2003 年 7 月、事前評価調査における JBIC

クアラルンプ− ル事務所からの聴き取り）。 
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イ）タ− ゲットグル− プ 5 政府系金融機関の内、4 つが累積損失を抱えてお

り、経営・財務内容が悪い。この内、マレーシア農業銀行は累積損失が

払込み資本金を上回る債務超過になっており、経営状況が最悪である。

マレーシア開発インフラ銀行だけが唯一、累積留保利益をもっているが、

資産に比べて、資本が小さい。 

ロ）マレーシア工業技術銀行、マレーシア輸出入銀行、マレーシア農業銀行

は不良債権率（2002 年末、グロスベ− ス）が 35-39％である。商業銀行、

ファイナンスカンパニ− の不良債権率（2000 年 3 月末、グロスベ− ス）

は 12〜17％なので17、30％台は高い不良債権率といえる。この原因の一つ

は、政府系金融機関は脆弱な経営基盤の中小企業をも育成することを使

命としているからであろう。マレーシア開発インフラ銀行は不良債権率

（2002 年末、グロスベ− ス）は 8.2％と低い。 

ハ）総融資残高に占める中小企業融資残高の割合は、マレーシア開発インフ

ラ銀行は 16％、マレーシア工業技術銀行は 22％、マレーシア輸出入銀行

は 19％と小さい。 

ニ）中小企業に対する助言サ− ビスを行っている政府系金融機関はあるもの

の、それはアドホックベ− スであり、システム化されていない。 

ホ）マレーシア開発インフラ銀行は 20 年間、中小企業への助言サ− ビスを

行っているが、充分な助言能力をもった職員の不足や参加者が少ないセ

ミナ− 等の問題を抱えている。 

ヘ）マレーシア工業技術銀行は 1993 年、 Bank Industri Technical 

Consultancy Services Sdn Bhd"という小会社をつくり、融資先企業から

の経営相談に応じる体制をつくったが、成功せず、1998 年に清算した。 

ト）政府系金融機関は日本の金融機関が中小企業に対して行った助言サ− ビ

スの経験について学びたいと考えている。 

 

以下に、タ− ゲットグル− プの各政府系金融機関の詳細を述べる。 

 

6-1. マレーシア開発インフラ銀行 BPIMB 

（１）設立、管轄省庁：1973 年、Ministry of Entrepreneur Development 

（２）銀行の役割： 

マレ− 系企業が商業や工業に参加することを促進する。1998 年以降は政府のイ

ンフラ建設事業に資金提供する。 

（３）財務内容： 

2002 年末時点で払込み資本金は 1200 百万リンギット、累積留保利益が 731 百万

リンギットであるが、資産に比べて資本が少ない（自己資本比率が小さい）。 

（４）資金の源泉： 

公営企業からの預金 4500 百万リンギット、政府からの借入 1800 百万リンギッ

                                                 
17
国際協力銀行「東アジアの持続的発展への課題」2001 年、130 ペ− ジ 
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ト、株式 2200 百万リンギット、社債 984 百万リンギット等。 

（５）資金の使途： 

2002 年末時点で 25 の投融資（残高 532 百万リンギット）。2002 年末の全融資残

高は 9300 百万リンギットであり、その内訳は運輸業、建設、製造業等。中小企

業18への融資残高 1500 百万リンギットは 16％を占め、その 8 割りはマレ− 系企

業である。顧客は多いセクタ− 順に"Metal, Electrical, Engineering" "General 

Services", "Transportation"等。 

（６）不良債権 

2002 年末時点の不良債権は融資残高の 8.2％（762 百万リンギット）。その内訳

はインフラ分野融資で 190 百万リンギットット、中小企業融資で 560 百万リン

ギット（融資残高の37.5％）。貸倒引当後のネットの不良債権は融資残高の3％。 

 

（７）中小企業への助言サ− ビスと行員への研修の実施状況 

以下は 2003 年 7 月の事前評価調査の聴き取り調査において、当銀行が述べた内

容である。 

１）企業家育成研修の実施 

1982 年から MARA, NPC, MEDEC (Malaysian Entreprenuership Development 

Center）と連携をとり、研修を開始した。1994 年から独自の企業家研修

（Entrepreneurial training）を開始した。これは次の４コ− スがある。 

 

イ） Basic entrepreneurial training (1-2 days, preparation of 

business plan, set-up of business and others) 

ロ）Intensive entrepreneurial training：ブミプトラ企業の経営者を

対象にして、土日だけで１６日間（2 ヶ月間、毎回 20-30 人参加）、

会計、生産管理、財務等  

ハ） Enhancement of the SMEs business performance (bookkeeping, 

marketing, others) 

ニ）Short seminar and workshop 

 

これら 4 つのコ− スは 83 プログラムがある。この中にはマレーシア開発イ

ンフラ銀行独自の予算で行う研修と政府補助金で行うものがある。参加者か

ら徴収する授業料は前者は 100 リンギット／日、後者は 40 リンギット／日

である。講師はマレーシア開発インフラ銀行の行員、外部のコンサルタント

等。また中には、コ− スを開いても、多くの参加者が集まらないコ− スもあ

る。また UNDP の援助は過去のことであり、現在、マレーシア開発インフラ

銀行が行っている研修にはほとんど貢献していない。 

 

                                                 
18
マレーシア開発インフラ銀行の SME の定義は資本金 40 百万リンギット以下の企業である（マ

レ− シア政府は SME を資本金 100 万リンギット以下と定義している）。 
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２）「ナ− サリ− ファクトリ− スキ− ム Nursery Factory Scheme」の実施 

マレーシア開発インフラ銀行は「Nursery Factory Scheme」を 1985 年から

実施した。これは土地や小工場を企業家に安い賃貸料で貸し（5 年間）、融資

や研修も合わせて行うスキ− ム。今まで約 200 の企業家がこのスキ− ムに参

加した。内、150 が現在も操業を続けており、中には 5 年以上になっている

会社もある。残りの 50 社は大きな会社に発展し、出ていった者と、倒産し

た会社がある。 

 

３）テキストの発行 

マレーシア開発インフラ銀行は Project Guidebook, Industry Guidebook を

発行・出版した。改訂は必要に応じてだが、あまり頻繁に行っていない。 

 

４）技術指導 

マレーシア開発インフラ銀行は 6 人の技術者を抱えており、企業の設備、機

械、工場レイアウト等の相談にのる。6 人だけでは不足なので、SIRIM, NPC

等から技術者の応援を依頼することもある。 

 

５）工場の査察 

デフォルト（返済期限がきても、元金または利息を払わない）をおこした企

業については、悪い程度に応じて、工場の査察や経営助言を行っている。 

 

６）行員の８割が助言能力不足 

現在、融資先に財務、マ− ケテング、技術等改善の助言を行っているが、行

員の 8 割が充分な助言能力をもっていない。充分な助言能力を本行員につけ

させようと、初歩コ− スから応用コ− スまで３年かけて研修を行っている。

その結果、投資利回り IRR の計算はできるようになる。しかしそのノウハウ

を用いて、中小企業経営者に経営改善指導を行うのは難しい。 

 

７）中小企業の問題点 

毎日の会計取引を記録しない会社経営者も多くいる。会計の研修を行っても、

会社にもどり、その会計帳簿付けを行う経営者は多くない。せっかく買った

会計ソフトも埃をかぶっている。マレーシア開発インフラ銀行は融資先企業

に年２回の財務諸表提出を義務付けているが、それを順守している企業は

5-10％にしか過ぎない。融資先企業の問題点は、会計の基礎知識の欠如に加

えて、ビジネスプランがないこと、運転資金がないこと等である。 

 

８）今後、高めたい助言能力分野 

今後の課題は次のとおり。 

イ）Management of projects for purpose of grooming them into large 

corporation 
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ロ）Formula and success stories of grooming companies in selected 

industries 

ハ）Formula for expanding/ diversifying businesses 

ニ）Business networking as a direct assistance to the identified 

SMEs 

 

さらに 

ホ）Training grants and/ or to BPIMB to assist SMEs in its expansion 

program/ process for growth 

ヘ）Tested formulas or programs in evaluation of a viable promoters 

of projects 

 

 

6-2. マレーシア工業技術銀行 BITMB  

（１）設立、管轄省庁：1979 年、Ministry of Finance  

（２）銀行の役割： 

資本集約、ハイテク、輸出指向の産業、特に海運、製造業等に中長期の資金を

提供する。 

（３）財務内容： 

2002 年末時点で払込み資本金は 670 百万リンギット、累積損失が 516 百万リン

ギットであり、債務超過（財務内容は最悪）に近い。 

（４）資金の源泉： 

政府と外国金融機関から 1200 百万リンギット等。 

（５）資金の使途： 

1980 年代は海運・造船への融資に特化していたが、徐々に融資セクタ− を拡大

した。2002 年末時点で 11 の政府基金（残高 520 百万リンギット）を扱っている。

2002年末の全融資残高は965百万リンギットであり、その内訳は海運関係産業、

造船業、製造業等。中小企業への融資残高は 22％を占める。 

小会社への投資残高は Malaysia Export Credit Insurance Berhad (MECIB), 

Export-Import Bank of Malaysia Berhad (EXIM), Global Maritime Ventures 

(GMV)等に 1007 百万リンギット。 

 

（６）不良債権 

2002 年末時点の不良債権はグロスベ− スで融資残高の 39.4％（380 百万リンギ

ット）。その内訳は海運分野融資で 58％、製造業融資で 42％。貸倒引当後のネ

ットの不良債権は融資残高の 19.7％。 

 

（７）中小企業への助言サ− ビスと行員への研修の実施状況 

以下は 2003 年 7 月の事前評価調査の聴き取り調査において、当銀行が述べた内

容である。 
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１）中小企業に経営相談を行う子会社の設立と清算 

1993 年頃、 Bank Industri Technical Consultancy Services Sdn Bhd とい

う子会社をつくり、融資先企業からの経営相談に応じる体制をつくった。そ

の相談は有料であったため、融資先からの相談はあまりなく、98 年に清算し

た。 

 

２）中小企業に対する経営相談の実施状況 

現在、年に一回、主に業績の悪い企業を訪問し、現場視察、経営者との話し

合いを行っている。問題は遊休資産をもっている等である。融資先がマレー

シア工業技術銀行に相談するのは借入金利、返済期間等の融資条件である。

ここで、融資担当者は第一審査を行い、その結果を審査部署を送る。現在、

200 の既存借手企業がいる。これに加えて、200 の不良債権先の企業がいる。

これらの 400 の企業は主に製造業の下請け企業であり、その製品を直接に輸

出することはあまりない。 

これらの企業は材料調達、販売先等のビジネスプランをすでにつくっており、

銀行には融資だけを求めるケ− スが多い。従って、銀行が経営相談を受ける

余地が少ない。 

 

３）中小企業に対する技術助言の実施状況 

Technical division は６− ７人のエンジニア− を抱え、融資先企業に設備更

新上の助言を行っている。 

 

４）今後の経営相談の体制づくり 

今後、Business Development Division のなかに Advisory Unit をつくり、

融資先企業からの経営相談に応じる予定である。その分野は財務管理・会計

の分野である。 

 

５）経営相談の問題点 

問題は銀行の助言が企業に強制力をもたないことであろう。助言を実行する

か否かは、当該企業の判断であるからである。また相談を求める企業に低金

利融資等のインセンテイブを与えないと、わざわざ企業経営の情報開示をし

ないであろう。 

 

６）行員研修予算 

融資担当者と審査担当者に関する研修予算は 877 千リンギット（人件費の

5.5%）がすでに計上された。これは一般的な研修である。 

 

７）今後の JICA プロジェクトに望むこと 

JICA プロジェクトに望むことは、プロジェクトのキャッシュフロ− 分析、企

業財務諸表分析等の能力向上である。 
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6-3. マレーシア輸出入銀行 EXIM Bank 

（１）設立、管轄銀行：1995 年、BITMB (Bank Industri & Teknologi Malaysia)

の 100％子会社  

（２）銀行の役割： 

輸出拡大を金融面から促進する。 

（３）財務状況： 

2001 年末時点で払込み資本金は 300 百万リンギット、累積損失が 143 百万リン

ギットである。また資産に比べて資本が少ない（自己資本比率が小さい）。 

（４）資金の源泉： 

資本金 174 百万リンギット、政府からの借入 2000 百万リンギット、外国機関か

らの借入 712 百万リンギット等。 

（５）資金の使途： 

現在、マレーシア輸出入銀行は Export Finance Department と Cross Border 

Credit Department からなる。 

2002 年末時点の投融資残高は 817 百万リンギット、保証残高は 185 百万リンギ

ット、Export Credit Refinancing 残高は 1100 百万リンギット。 

 

（６）不良債権 

2002 年末時点のグロスベ− スで不良債権は融資残高の 39.1％（320 百万リンギ

ット）。その内訳は海外事業 295 百万リンギットで 92％を占める。貸倒引当後の

ネットの不良債権は融資残高の 2％。 

 

（７）中小企業への助言サ− ビスと行員への研修の実施状況 

以下は 2003 年 7 月の事前評価調査の聴き取り調査において、当銀行が述べた内

容である。 

１）中小企業への助言サ− ビス 

融資先企業からの相談は海外のマ− ケットに関するものが多い。MATRADE が

そのマ− ケット情報を多くもっているので、従来、マレーシア輸出入銀行

は融資先企業に助言を行ってこなかった。 

マレーシア輸出入銀行の助言能力向上のために MATRADE, SMIDEC 等の他の

組織と連携する予定はない。 

 

２）融資先の状況 

現在、マレーシア輸出入銀行全体で 約 200 の融資先があるが、その内中小

企業が占める割合は数では 65% 、融資残高では 19% である（中小企業に対

する個々の融資額は少ない）。融資は担保を借手に要求しないので、当該借

手が事業で生み出す現金が返済の原資となる。従って、借手企業のキャッ

シュフロ− 分析が大事となる。この中小企業は、商業銀行等に融資を申し
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込み、断られた企業が多い。言い換えれば、「二流会社」が融資先となるの

で、問題が発生する可能性が高くなる。 

マレーシア輸出入銀行、輸出信用会社を含めたマレーシア工業技術銀行グ

ル− プは 2002 年暮から、融資先評価制度をつくった。 

 

３）不良債権の発生原因 

Export Finance Department が信用供与する顧客が問題をおこすのは船積前

が多い。これは信用供与先企業が原材料の手配が間に合わなかったこと等

から、マレーシア輸出入銀行との契約から４ヶ月以内（契約期限）に製品

をつくれないことによる。輸出後の買手の不払いや輸出国の戦争等による

売上金回収不能の問題は少ない。マレーシア輸出入銀行が信用供与先に融

資するタイミングは船積時なので、船積前のトラブルによる不良債権は発

生しない。しかし、これらのトラブルを集約しファイルにまとめていない

ので、どういうトラブルがおき、どう対応したかというノウハウが銀行内

で共有できない。 

一方、Cross Border Credit Department は海外事業を行う企業に融資する。

大企業が主な借手であり、最近、中小企業は一社のみ。これらの融資先の

投資国の外資法、輸出入手続き、市場情報等を提供したいが、難しい。

MATRADE がこれらの情報をもっているのであろう。 

 

４）行員研修予算 

現在、人材育成の予算（職員人件費の４％）を計上しているが、具体的な

人材育成計画はない。 

 

５）JICA プロジェクトに望むこと 

JICA プロジェクトに望むことは 

イ）Trade finance specialists と project finance specialists を育

てたい。 

ロ）プロジェクトのキャッシュフロ− 分析、企業財務諸表分析 

ハ）global or regional industrial & market knowledge, business 

ethics, product/ service requirement, economic standing 等に習

熟することにより、顧客への助言能力を高めたい。 

 

6-4.マレーシア輸出信用保険 MECIB  

（１）設立、管轄銀行：1977 年、BITMB (Bank Industri & Teknologi Malaysia 

Berhad)の子会社 

（２）銀行の役割： 

輸出品の多様化・拡大、海外投資を金融面から促進する。輸出において買い手

の不払い、戦争や紛争等に伴う損失を補填する保険を提供する。 

（３）財務内容： 
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2001 年末時点で払込み資本金は 150 百万リンギット、累積損失が 112 百万リン

ギットであり、財務内容は悪い。 

（４）資金の源泉： 

2002 年末の資本金 46 百万リンギット。 

（５）資金の使途： 

2002 年末時点で保険・保証残高は 560 百万リンギット。これは需要低下のため、

2001 年末より、残高が減少した。保険や保証の対象地域は中央アジア、アフリ

カ、南アジア。主な資産は預金 78 百万リンギット、株式 62 百万リンギット。 

 

（６）中小企業への助言サ− ビスと行員への研修の実施状況 

以下は 2003 年 7 月の事前評価調査の聴き取り調査において、当会社が述べた内

容である。 

１）中小企業への助言サ− ビス 

 

顧客からの相談は貿易全般に関するものである。貿易の一般的情報提供は

MATRADE が行っているので、マレーシア輸出信用保険は海外の買手情報等の

レポ− トを顧客に有料（160 ユ− ロ）で配付している。 

 

２）融資先の状況 

マレーシア輸出信用保険は現在 300-350 の顧客をもっているが、その 80%

は中小企業。 

国内の顧客の評価はグル− プの融資先評価制度をつかっている。海外の買

手企業（1,000-1,500 企業）の評価も行っている。現在、この二つのデ− タ

ベ− スをつくっているが、今後さらに充実させる必要がある。特に海外の

買手企業の評価は MATRADE と連携する必要がある。 

 

３）行員研修 

現在、人材育成の予算（職員人件費の 5％）を計上している。職員研修で効

果的なのは、パリにある ECA に職員派遣を行うことであろう。 

 

４）JICA プロジェクトに期待すること 

質問状の回答によれば、JICA プロジェクトに期待することは 

 

イ）trade credit and political risk of insurance industry の助言能

力向上、 

ロ）establish benchmarking for its financial results 

ハ）financial analysis of B/S, P/L 

 

 

6-5. マレーシア農業銀行 BPM 
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（１）設立、管轄官庁： 

1969 年、Ministry of Agriculture 

（２）銀行の役割： 

融資を通じて農業振興を図る。  

（３）財務状況： 

2001 年末時点で払込み資本金は 42.5 百万リンギット、累積損失が 695.5 百万リ

ンギットであり、債務超過（財務内容は最悪）である。 

 

（４）資金の源泉： 

主な資金の源泉は預金（3500 百万リンギット）と各種ファンド（1500 百万リン

ギット）である。 

 

（５）資金の使途： 

2002 年末時点の融資残高は 2400 百万リンギットであり、主な融資先はやし油、

飼料、牧畜業である。小規模農民が主な借手であり、金額ベ− スで 70％（融資

残高は 1700 百万リンギット、1700/2400 =70％）を占めている。残りの 30％は

企業である。 

 

（６）不良債権 

2002 年末時点の不良債権はグロスベ− スで融資残高の 35.7％である。貸倒引当

後のネットの不良債権は融資残高の 17.2％。 

 

（７）中小企業への助言サ− ビスと行員への研修の実施状況 

以下は 2003 年 7 月の事前評価調査の聴き取り調査において、当銀行が述べた内

容である。 

１）融資先への助言サ− ビス 

1960、70 年代に Entreprenuership Development Program を行っていたが、

農業省でも同様のプログラムを行っていた。90 年代はあまり活発に行ってい

ない。 

現在、融資申し込みに対して、銀行の融資担当者は肥料の調達等、ビジネス

プランについて申込み者と話し合い、さらに現地調査を行い、融資の可否を

判断する。マレーシア農業銀行が助言を行う対象者は、他の政府系金融機関

の助言対象者とは、セクタ− も教育レベルも違う。融資先に助言を行う分野

は会計や帳簿付けに加えて、マ− ケテイングやマネ− ジメントが大事である。

しかしマ− ケテイングに関して助言することはリスクがある。 

技術アドバイスは農業省が実施している。また FAMA が農業分野の市場調査

を行っている。 

 

２）融資先の状況 

マイクロファイナンスの対象者、農民、漁師も含めて、現在、64,000 の顧客
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（融資先）をもっている。前述のとおり、マレーシア農業銀行の顧客の７割

が小規模農民である（融資残高ベ− ス）。この顧客は、第一次産業省管轄下

の企業も含まれている。助言サ− ビスの対象は、これらの小規模農民やマイ

クロファイナンスの対象者も含めたい。融資先を評価するシステムは現在な

いが、将来つくりたい。 

 

３）行員研修 

以前、ADB の人材育成プログラムにおいて、会計、帳簿付け等の研修をうけ

たことがある。現在、マレーシア農業銀行職員は銀行内外の研修プログラム

を受けている。 
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各政府系金融機関の現状と課題をまとめると次の表のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

BPIMB (Bank Pembangunan
dan Infrastrucktur
Malaysia Berhad)

BITMB (Bank Industri &
Teknologi Malaysia)

(EXIM Bank) Export-
Import Bank of Malaysia

MECIB (Malaysia Export
Credit Insurance Berhad)

(BPM) Bank Pertanian
Malaysia (Agriculture

Bank of Malaysia)

設立 1973年 1979年 1995年 1977年 1969年

管轄省
庁

Ministry of Entrepreneur
Development

Ministry of Finance
BITMB (Bank Industri &
Teknologi Malaysia)の
100％小会社

BITMB (Bank Industri &
Teknologi Malaysia)の小
会社

Ministry of Agriculture

役割

マレ－系企業が商業や工業
に参加することを促進す
る。1998年以降は政府のイ
ンフラ建設事業に資金提供
する。

資本集約、ハイテク、輸出
指向の産業、特に海運、製
造業等に中長期の資金を提
供する。

輸出拡大を金融面から促進
する。

輸出品の多様化・拡大、海
外投資を金融面から促進す
る。輸出において買い手の
不払い、戦争や紛争等に伴
う損失を補填する保険を提
供する。

融資を通じて農業振興を図
る。

創設以
来の累
積黒字
（赤
字）

2002年末時点で払込み資本
金は1200百万リンギ、累積
留保利益が731百万リンギ
であるが、資産に比べて資
本が少ない（自己資本比率
が小さい）。

2002年末時点で払込み資本
金は670百万リンギ、累積
損失が516百万リンギであ
り、債務超過（財務内容は
最悪）に近い。

2001年末時点で払込み資本
金は300百万リンギ、累積
損失が143百万リンギであ
る。また資産に比べて資本
が少ない（自己資本比率が
小さい）。従って、財務内
容は悪い。

2001年末時点で払込み資本
金は150百万リンギ、累積
損失が112百万リンギであ
り、財務内容は悪い。

2001年末時点で払込み資本
金は42.5百万リンギ、累積
損失が695.5百万リンギで
あり、債務超過（財務内容
は最悪）である。

負債・
資本
（資金
の源
泉）

公営企業からの預金4500百
万リンギ、政府からの借入
1800百万リンギ、株式2200
百万リンギ、社債984百万
リンギ等。

政府と外国金融機関から
1200百万リンギ等。

資本金174百万リンギ、政
府からの借入2000百万リン
ギ、外国機関からの借入
712百万リンギ等。

2002年末の資本金46百万リ
ンギ。

主な資金の源泉は預金
（3500百万リンギ）と各種
ファンド（1500百万リン
ギ）である。

資産
（資金
の使
途）

2002年末時点で25の投融資
（残高532百万リンギ）。
2002年末の全融資残高は
9300百万リンギであり、そ
の内訳は運輸業、建設、製
造業等。中小企業への融資
残高1500百万リンギは16％
を占め、その8割りはマレ
－系企業である。

1980年代は海運・造船への
融資に特化していたが、
徐々に融資セクタ－を拡大
した。2002年末時点で11の
政府基金（残高520百万リ
ンギ）を扱っている。2002
年末の全融資残高は965百
万リンギであり、その内訳
は海運関係産業、造船業、
製造業等。中小企業への融
資残高は22％を占める。
小会社への投資残高は1007
百万リンギ。

2002年末時点の投融資残高
は817百万リンギ、保証残
高は185百万リンギ、
Export Credit
Refinancing残高は1100百
万リンギ。

2002年末時点で保険・保証
残高は560百万リンギ。こ
れは需要低下のため、2001
年末より、残高が減少し
た。保険や保証の対象地域
は中央アジア、アフリカ、
南アジア。主な資産は預金
78百万リンギ、株式62百万
リンギ。

2002年末時点の融資残高は
2400百万リンギであり、主
な融資先はやし油、飼料、
牧畜業である。小規模農民
が主な借手であり、金額ベ
－スで70％（融資残高は
1700百万リンギ、
1700/2400　=70％）を占め
ている。残りの30％は企業
である。

不良債
権

2002年末時点の不良債権は
融資残高の8.2％（762百万
リンギ）。その内訳はイン
フラ分野融資で190百万リ
ンギ、中小企業融資で560
百万リンギ（融資残高の
37.5％）。貸倒引当後の
ネットの不良債権は融資残
高の3％。

2002年末時点の不良債権は
グロスベ－スで融資残高の
39.4％（380百万リン
ギ）。その内訳は海運分野
融資で58％、製造業融資で
42％。貸倒引当後のネット
の不良債権は融資残高の
19.7％。

2002年末時点のグロスベ－
スで不良債権は融資残高の
39.1％（320百万リン
ギ）。その内訳は海外事業
295百万リンギで92％を占
める。貸倒引当後のネット
の不良債権は融資残高の
2％。

2002年末時点の不良債権は
グロスベ－スで融資残高の
35.7％である。貸倒引当後
のネットの不業債権は融資
残高の17.2％。

備考

小会社への投資残高は
Malaysia Export Credit
Insurance Berhad
(MECIB), Export-Import
Bank of Malaysia Berhad
(EXIM), Global Maritime
Ventures (GMV)等に1007百
万リンギ。
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７．マレーシア中央銀行の現状と課題 

前述のとおり、「マ」国の多くの中小企業は投資・運転資金不足、商業銀行から

の信用力不足、困難な資金調達に加え、技術開発力不足、市場情報不足、経営

スキル不足等の問題を抱えている。これに対応し、「マ」国政府は第 8 次マレー

シア計画（8th Malaysia Plan 2001-2005 年: 8MP）、第二次工業基本計画（1996

〜2005 年）、SMIDP(Small and Medium Industries Development Plan 2001-2005)

により、様々な施策を行っている。この諸施策は大きく、金融支援策と非金融

支援策に分けることができる。 

金融支援策はマレ− シア工業開発金融公社（MIDF）が融資、マレ− シア工業開

発庁（MIDA）が税制上の支援、信用保証協会（CGC）が信用保証を中小企業に対

して行っている。非金融支援策はマレ− シア標準工業研究所（SIRIM）が品質向

上の技術的アドバイスを、マレ− シア貿易開発公社（MATRADE）が輸出市場開拓

支援や貿易情報の提供を行っている。中小企業開発公社は金融支援策として、

Industrial Technical Assistance Fund(ITAF)により、中小企業が経営コンサ

ルテイングを受けた際の経費の 50％補助、生産技術の取得・製品開発のために

支出した経費の 50％補助等を行っている。ま同公社は非金融支援策として、

Industrial Linkage Program (ILP:産業間連携プログラム）により、多国籍企

業・大企業と地場中小企業との取引を斡旋している。 

一方、マレーシア開発インフラ銀行、マレーシア工業技術銀行等の政府系金融

機関は中小企業に対して、融資と共に、経営改善の助言を行っており、金融支

援策と非金融支援策を共に実施しているといえる。この経営改善の助言は中小

企業開発計画 SMIDEP に「中小企業への助言の強化 Strengthening Advisory 

Services to SMEs」が謳われているが、これは技術分野の助言を指している。

従って、財務管理、営業、販売等の経営改善の助言を行っているのは政府系金

融機関等のごくわずかな金融機関である。前述のとおり、ラフィダ貿産省は、

「資金のほか、営業力・販売力も競争力強化のために非常に重要」と指摘した。

「マ」国政府は金融支援策に加えて、非金融支援策の実施が必要と認識してい

る。経営改善の助言を行っている政府系金融機関は貴重であり、重要な存在と

いえる。 

これらの政府系金融機関は、DFI Act により、中央銀行が監督している。前述の

とおり、マレ− シア中央銀行は、政府系金融機関規制監督部 Development 

Financial Institutions Regulation Department が規制政策を策定・監督し、

銀行監督第一部、第二部 Bank Supervision I, II が監査を行っている。従って、

JICA が政府系金融機関の助言能力向上支援を行うことは、マレ− シア中央銀行

を通して行うことが最も効果的である。また中小企業に対する経営改善の助言

サ− ビスは、重要であるが、他の金融機関があまり行っていないので、本プロ

ジェクトはマレ− シアの中小企業振興に大きな役割を果たすと言える。 

以上を図に表すと次のとおり。 
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マレーシア政府の中小企業振興策

品質向上

の技術的
ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

基本計画 第8次マレーシア計画（2001～2005年）

第2次工業基本計画（1996～2005年）

SMIDEP（2001～2005年）

中小企業振興公社（SMIDEC）

金融支援 非金融支援

マレーシア工業開発
金融公社（MIDF）

マレーシア標準工業
研究所（SIRIM）

Industrial Technical
Assistance Fund

Industrial Linkage Program

融資

マレーシア工業開発
庁（MIDA）

信用保証協会
（CGC）

マレーシア貿易開発
公社（MATRADE）

監督

税制優遇

信用保証

融資 経営改善の助言

・輸出企業の市場
　開拓支援
・貿易情報の提供

マレーシアの中小企業

BNM監督下の政府系金融機関

マレーシア中央銀行（BNM）

・投資/運転資金不足
・商業銀行からの信用
　不足
・困難な資金調達

・技術開発力不足
・市場情報不足
・経営スキル不足
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第三部 我が国協力の展望 

８．プロジェクトの概要 

（１）プロジェクト名 

調査団とマレ− シア中央銀行は、「行動計画の作成」が重要と合意したので、プ

ロジェクト名を次のとおり、変更することとした。 

 

変更前：「マレ− シア国政府系金融機関の中小企業融資能力の向上」プロジェク

ト 

変更後：「マレ− シア国政府系金融機関の助言能力向上計画策定支援」プロジェ

クト 

 

（２）相手国実施機関 

 実施機関：マレーシア中央銀行（Bank Negara Malaysia） 

 

（３）本件プロジェクトの受益者 

イ）直接の受益者：マレ− シア中央銀行 Bank Negara Malaysia (マレーシ

ア中央銀行) 

 

ロ）タ− ゲットグル− プ 

マレーシア開発インフラ銀行 Bank Pembangunan dan Infrastruktur 

Malaysia Berhad  (BPIMB) 

マレーシア工業技術銀行 Bank Industri & Technologi Malaysia Berhad 

(BITMB) 

マレーシア輸出入銀行 Export Import Bank of Malaysia Berhad (EXIM 

Bank) 

マレーシア輸出信用保険 Malaysia Export Credit Insurance Berhad 

(MECIB) 

マレーシア農業銀行 Bank Pertanian Malaysia (BPM) 

 

ハ）最終受益者：マレ− シアの中小企業（SMEs） 

 

（４）プロジェクトの概要および達成目標 

 １）達成目標 

イ）プロジェクト終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

 マレーシア中央銀行により政府系金融機関の助言能力向上に係る行動計

画が作成される。 

ロ）協力終了後に達成が期待される目標 

（上位目標） 
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 政府系金融機関の中小企業に対する助言能力が向上する。 

（長期目標） 

 競争力がある活発な中小企業が増加する。 

 

２）成果・活動 

 上記の目標を達成するために、政府系金融機関が実施する中小企業対象をと

した助言サービスについて、以下の事項を内容とする行動計画を策定する。 

イ） 助言サ− ビスの分野 

ロ） 助言サービスの実施体制・組織 

ハ）人材育成に関するガイドライン 

ニ）モニタリング・システム 

ホ）実施手法に係るガイドライン 

 

３）投入（インプット） 

 日本側：短期専門家の派遣、研修員受入 

「マ」国側：カウンタ− パ− トの配置、専門家執務室の提供、事務サービスの

提供 

４）実施体制 

 カウンターパート：Ms. Che Zakiah Che Din (Director, Development Financial 

Institutions Regulation Department)他３名 

 プロジェクト責任者：Ms. Che Zakiah Che Din (Director, Development 

Financial Institutions Regulation Department) 

その他：「マ」国側は、本プロジェクトの監理を行う「合同調整委員会 Joint 

Coordinating Committee」と行動計画の内容を検討する「プロジェク

トチ− ム Project Team」を設置 

 

（５）活動と成果 

活動は次のとおり。 

 

イ）JICA 専門家がマレ− シアにおいて政府系金融機関の現在・過去の助言サ

− ビスについて調査する（2004 年 1〜3 月予定）。さらに日本に帰国後、

日本の助言サ− ビスについて調査する（2004 年 5 月予定）。 

ロ）日本での研修により、マレ− シア中央銀行と政府系金融機関の職員が日

本で行われている助言サ− ビスについて調査し、マレ− シアへの適用可

能性を検討する。この検討結果をクアラルンプ− ルでのワ− クショップ

で発表する（2004 年 5〜6 月予定）。 

ハ）この日本の事例を参考に、マレ− シア国政府系金融機関の中小企業融資

能力の向上のための行動計画 Action Plan のドラフトを作成する。その

後、このドラフトについて、「プロジェクトチ− ム」で検討する（2004

年 7〜9 月予定）。この「プロジェクトチ− ム」はマレ− シア中央銀行職
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員と JICA 専門家からなるが、オブザ− バ− として政府系金融機関職員

も加える。 

ニ）「プロジェクトチ− ム」での検討後、行動計画最終案を「合同調整委員

会 Joint Coordinating Committee」で検討、承認する（2004 年 9 月予

定）。「合同調整委員会」はマレ− シア中央銀行、大蔵省、EPU、JICA か

ら構成される。 

 

以上を時系列的に図にまとめると次のとおり。 

 

 

 

成果は上記の活動の結果、行動計画において、次の事項が明らかにされること

である。この成果の度合いを測る指標は当該行動計画である。 

 

イ） 助言サ− ビスの分野 

ロ） 助言サービスの実施体制・組織 

ハ）人材育成に関するガイドライン 

ニ）モニタリング・システム 

ホ）実施手法に係るガイドライン 

 

Implementation of the JICA project "The Formulation of an Action Plan to Develop Advisory Capabilities of Malaysian Development Financial Institutions"
▲: Committee or Workshop at KL

Implementers Activities 2004/
Jan. Feb. Mar. Apr. May Jun. Jul. Aug. Sep. Remarks

Joint Coordinating
Committee Supervision of the JICA Project

▲
Kick-

off

▲
Final

The committee members
are from MOF, EPU,

BNM, JICA and others

Project Team Study of a Draft Action Plan ▲ ▲ ▲ ▲
The Project Team

members are from BNM
and JICA experts.

BNM, DFIs Participation in the survey of current activities
related to advisory services to SMEs

Study of Japan's cases of advisory services

Report on the Japan's cases and on a possibility of
applying them to Malaysia at a workshop ▲

Review of a Draft Action Plan

JICA experts Survey of current activities related to advisory
services to SMEs

Study of Japan's cases of advisory services

Preparation of a Draft Action Plan

Work in KL Work in Japan
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９．事前評価結果 

（１）妥当性 

第 8 次マレーシア計画（8th Malaysia Plan 2001-2005 年: 8MP）や第二次工業

基本計画（1996〜2005 年）は、中小企業をグローバルな競争力を持つ産業セク

ター形成に必須のものであると位置付けた上で、中小企業がより競争力をもつ

ことを目標とした方針を記述している。この方針を受け、SMIDP(Small and 

Medium Industries Development Plan 2001-2005)は特に工業セクターの中小企

業をタ− ゲットとし、知識ベースの中小企業の開発の促進、競争力のある企業

への成長支援を行っている。 

しかし、「マ」国の多くの中小企業は資金調達の困難さや経営基盤の脆弱さとい

う問題を抱えているのが現実である。この問題に対し、政府系金融機関は中小

企業に対する全融資残高のわずか 3〜4％と少ないものの、「最後の貸手」として

重要な役割を果たしている。さらに中小企業に対し、財務管理、市場情報提供

等の経営改善に関する助言も行っている。 

本プロジェクトは、政府系金融機関が、中小企業に対し、融資と合わせ助言サ

− ビスを構築する計画づくりである。この計画により、中小企業融資の実効性

の向上、中小企業への資金供給の円滑化等が図られる。従って本プロジェクト

は妥当性がある。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトにより作成される行動計画は、実施手法、組織・体制、人材育

成計画等、中小企業に対する助言サービスの実施に必要な事項を定める計画で

ある。また本行動計画は、各政府系金融機関の現状等を踏まえ、当該機関が実

施可能なガイドラインとする計画である。さらに中央銀行は金融部門マスタ−

プランを提言し、政府系金融機関を監督する立場にある機関であり、モニタリ

ングも実施する計画である。従って、各政府系金融機関がこのガイドラインに

基づき助言サービスを実施する可能性が高く、本協力の有効性は高い。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトでは、先方のオーナーシップを高めるとの観点から、行動計画

の作成に必要となる調査・検討を共同で行う予定である。我が方投入について

も、長期専門家の派遣は行わず、短期専門家を複数適切なタイミングで派遣す

る計画である。国内研修についても、「マ」国内でのセミナーと一体的に実施し、

研修の効果をより高いものとする計画である。従って、本プロジェクトは、こ

れらより効率性が高い。 
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（４）インパクト 

マレ− シア中央銀行の監督下に入る政府系金融機関は増加する方針であり、助

言サ− ビスに関するノウハウの普及が期待できる。また「行動計画」にもとづ

き、助言サ− ビスが実施されることにより、中小企業の経営基盤が強化にも貢

献する。さらに借り手である中小企業の経営基盤が強化されることにより、政

府系金融機関の不良債権率が低下することが期待され、ひいては中小企業金融

システム全体の安定化に寄与すると想定される。従って本プロジェクトは大き

なインパクトをもつといえる。 

 

（５）自立発展性 

マレーシア中央銀行は金融マスタープランを提言し、DFI を監督する立場にある

機関であり、モニタリングも実施する計画である。一方、政府系金融機関は中

小企業の経営改善に関するアドバイザリーサービスを向上させるため、研修予

算、人員計画、人件費予算等の増強を図る予定である。さらにマレ− シア中央

銀行および政府系金融機関は、本アクションプランに基づき助言サービスを実

施する職員が引き続き、当該政府系金融機関に残って、他の職員にそのノウハ

ウを波及させる可能性は高い。従って本プロジェクトは、自立発展性が高いと

言える。 

 

 

10．協力上の留意点 

本プロジェクトの協力上の留意点は次のとおり。 

 

イ）マレ− シア中央銀行は、政府系金融機関規制監督部 Development Financial 

Institutions Regulation Department が規制政策を策定・監督し、銀行監督第

一部、第二部 Bank Supervision I, II が監査を行っている。このように、政府

系金融機関に対する監督指導や監査が複数の部に分かれる。 

 

ロ）本件プロジェクトのカウンタ− パ− トは政府系金融機関規制監督部である。

当部は 2001 年 4 月に設けられた新しい部であり、Director 以下、総勢 28 名の

職員がいる。現在、当部は 6 つの政府系金融機関を監督しているが、少ない職

員と短い監督期間のため、当該金融機関の実情をあまりよく知らない。しかも

本プロジェクトに関する当部の直接の担当者は課長も含め３人である。このよ

うに実際に行動計画を作成する体制・能力が十分ではない。 

 

ハ）行動計画を実効的なものにするためには、プラン作りそのものはマレ− シ

ア中央銀行が行うという立場を貫きつつ、当方より支援を行う必要がある。日

本の経験をインプットすることに加え、プラン作りそのものにも支援が必要な

状況であり、マレ− シア中央銀行が望むプランを作成するためには、具体的な
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支援スキームとしては、開発調査による実施が望ましく、今後調整が必要であ

る。 

 

ニ）マレ− シア中央銀行は監督者としての意識が強く、各政府系金融機関を行

動計画作りから排除さえしようという意識さえも感じられた。本プロジェクト

に各政府系金融機関のキャパシティビルディングに係る直接の協力は含まれな

いことになったが、行動計画づくりにも各政府系金融機関からのインプットは

必須であり、セミナー、ワークショップ等を頻繁に開催し、各政府系金融機関

の参加を促すことが重要である。各政府系金融機関を行動計画づくりに巻き込

む仕組みとして本邦研修も十分に活用すべきである。 



 

関連資料 

   １．要請書（及び後日送付あったサポーティングレター） 

   ２．ミニッツ（PDM 案を含む最終案） 

   ３．マレーシア中央銀行の組織図 

   ４．マレーシア開発インフラ銀行の中小企業経営者教育テキスト（概要） 

   ５．各機関における面談結果 

   ６．調査団収集資料リスト 

 

 

 



1



2



3



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33


	表紙
	序文
	目次
	略語表
	第一部 本調査の概要
	１．事前評価調査団の概要
	1-1 事前調査団派遣の経緯と目的
	1-2 団員の構成
	1-3 調査日程
	1-4 主要面談者
	1-5 総括所感

	２．調査結果総括
	2-1 案件形成の背景
	2-2 マレーシア中央銀行および関係機関との協議結果
	（1）要請内容、背景およびプライオリティ
	（2）対象政府系金融機関
	（3）助言の内容
	（4）各政府系金融機関からの聴取り調査とPCMワークショップ
	（5）マレーシア中央銀行とJICAの役割分担
	（6）経済企画院（EPU）との協議

	2-3 PCMワークショップの結果


	第二部 本件プロジェクトの背景
	３．マレーシアの中小企業振興の現状と問題点
	3-1 マレーシア経済における中小企業の位置付け
	3-2 マレーシア政府の中小企業育成策
	3-3 中小企業関連政府機関
	3-4 中小企業が抱える問題点

	４．中小企業への金融支援
	4-1 政府が用意する中小企業向け融資スキーム
	4-2 信用保証
	4-3 中小企業に対する交付金

	５．マレーシアの金融マスタープランと政府系金融機関の役割
	5-1 金融マスタープラン作成とその後の進捗
	5-2 政府系金融機関の規制監督
	5-3 中小企業の資金調達

	６．マレーシアの政府系金融機関の現状と課題
	6-1 マレーシア開発インフラ銀行BPIMB
	6-2 マレーシア工業技術銀行BITMB
	6-3 マレーシア輸出入銀行EXIM Bank
	6-4 マレーシア輸出信用保険MECIB
	6-5 マレーシア農業銀行BPM

	７．マレーシア中央銀行の現状と課題

	第三部 我が国協力の展望
	８．プロジェクト概要
	（１）プロジェクト名
	（２）相手国実施機関
	（３）本件プロジェクトの受益者
	（４）プロジェクトの概要および達成目標
	（５）活動と成果

	９．事前評価結果
	（１）妥当性
	（２）有効性
	（３）効率性
	（４）インパクト
	（５）自立発展性

	10．協力上の留意点

	関連資料
	１．要請書（及び後日送付のサポーティングレター）
	２．ミニッツ（PDM案を含む最終案）
	３．マレーシア中央銀行の組織図
	４．マレーシア開発インフラ銀行の中小企業経営者教育テキスト（概要）
	５．各機関における面談結果
	６．調査団収集資料リスト




